予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：薬務水道費　目：薬務費　　　
	事業名　違法ドラッグ販売店監視指導事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　薬務水道課　薬事麻薬係　電話番号：058-272-1111（内2572）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11224@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　２，４００千円（前年度予算額：２，４００千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,400

	要求額
	2,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,400

	1月29日時点
査定額
	2,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,400

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
最近、「合法」と称してハーブなどの形態で販売される幻覚作用等を有する薬物（以下、「違法ドラッグ」という。）を使用した者が、意識障害、嘔吐、痙攣、呼吸困難等の健康被害を起こす事例が多発している。
これらの製品を販売する店舗を監視指導するために、必要な調査等を行うとともに、分析体制を整備することにより違法ドラッグの濫用による保健衛生上の危害を防止し、公共の福祉の増進を図る。
　　
（２）事業内容

１　指定薬物等分析用消耗品（指定薬物標準品など）の購入
２　違法ドラッグ販売店の立入調査
３　違法ドラッグ分析調査
（３）県負担・補助率の考え方

指定薬物等への行政対応は県の事務であり、違法ドラッグの濫用による県
民の健康被害発生防止のため、引き続き関与していく必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　    58
	立入検査旅費、分析研修旅費

	需用費
	   2,332
	指定薬物等標準品、分析消耗品、分析機用ガス購入費

	役務費
	      10
	通信費、事務用品購入費

	合計
	   2,400
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第６期岐阜県保健医療計画（安全・安心な生活環境の確保）
（２）国・他県の状況

　国は、指定薬物等の取締りの強化を目的に、麻薬取締官・員の違法ドラ
ッグ販売店に対する立入権限を付与するとともに違法ドラッグが収去でき
るよう、薬事法、麻薬及び向精神薬取締法を改正した。（平成25年10

月1日施行）また、指定薬物を順次指定しており、現在の指定数は８８８
物質（個別指定１１８物質、包括指定７７０物質）となっている。
　多くの都道府県では、分析体制を整備し独自の買上げ調査を実施してい

るほか、国が実施する買上げ調査に参加している。また、東京都をはじめと

した６都府県では、独自の条例を制定し、違法ドラッグの取締りを行ってい

る。
（３）後年度の財政負担
　　　国は指定薬物を順次指定しており、今後も該当する物質の標準品を整備す
る必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　違法ドラッグ販売店を厳しく監視指導することにより、人体に危険な製品が市場に出回ることを防止します。これらにより、違法ドラッグの乱用による県民の健康被害を防止します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	違法ドラッグ販売に関する実態や流通状況は不明な点が多く、数値目標を設定することは困難である。



（前年度の取組）

	・立入件数　３３件（うち１５回は県警と合同で立ち入り）

・販売自粛要請件数　３３件（うち１４件は文書にて要請）

・買上げ調査による買上げ件数　５製品

・指定薬物等分析体制の整備



（前年度の成果）

	　平成２４年３月時点で６店舗あった違法ドラッグ販売店は４店舗となった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	違法ドラッグに関する社会の関心は依然高く、今後も引き続き対応していく必要がある。

指定薬物等への行政対応は県の事務であり、違法ドラッグの濫用による県民の健康被害発生防止のため、引き続き関与していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 △
	現在までの対応により、販売店舗は減少したものの、依然として人体に有害なハーブ等を販売する店舗は県内に存在している。
（平成２５年１１月時点で２店舗）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 △

	県警と連携することにより、違法ドラッグ販売店への効率的な指導は実施できているものの、依然として人体に有害なハーブ等を販売する店舗は県内に存在している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまで県警と連携して監視等を実施してきたが、薬事法及び麻薬向精神薬取締法の改正により、麻薬取締官、麻薬取締員に新たな立入り権限が付与されたため、県警のみならず厚生労働省東海北陸厚生局麻薬取締部とも連携して対応していく必要がある。

指定薬物の新規指定は、包括指定制度導入後も個別指定として40物質が指定された。今後も引き続き指定薬物等標準品を整備し、分析体制をさらに強化する必要がある。

違法ドラッグ販売店による販売のほかに、インターネットや店舗を持たない販売形態（デリバリー方式など）に関する情報収集や監視等を実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

違法ドラッグの乱用による県民の健康被害を防止するため、県警、麻薬取締部連携して、引き続き立入調査、分析調査等を行うとともに、指定薬物標準品を揃えるなど分析体制をさらに整備する。


